
 四日市市基準該当サービス事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

  令和６年３月２９日 

四日市市長  森  智 広     

 

四日市市規則第４３号 

   四日市市基準該当サービス事業者の登録等に関する規則の一部を改正する規則  

 四日市市基準該当サービス事業者の登録等に関する規則（平成１２年四日市市告示

第３２号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（登録の手続） （登録の手続） 

第４条 基準該当事業者の登録を受けよ

うとする者は、施行規則第１２１条第１

項の各号又は施行規則第１４０条の１

０第１項の各号に掲げる事項を記載し

た介護保険法施行規則の規定に基づき

厚生労働大臣が定める様式（令和５年厚

生労働省告示第３３１号。以下「厚生労

働大臣が定める様式」という。）に規定

する別紙様式第十号（一）その他市長が

必要と認めた書類を提出しなければな

らない。ただし、基準該当短期入所生活

介護の登録を受けた事業者が、事業規模

を変更せずに基準該当介護予防短期入

所生活介護の登録を申請する場合は、書

類の一部を省略させることができる。 

第４条 基準該当事業者の登録を受けよ

うとする者は、施行規則第１２１条第１

項の各号又は施行規則第１４０条の１

０第１項の各号に掲げる事項を記載し

た基準該当サービス事業所登録申請書

（第１号様式）その他市長が必要と認め

た書類を提出しなければならない。ただ

し、基準該当短期入所生活介護の登録を

受けた事業者が、事業規模を変更せずに

基準該当介護予防短期入所生活介護の

登録を申請する場合は、書類の一部を省

略させることができる。 

２及び３ （略） ２及び３ （略） 

４ 市長は、第１項の申請があったとき

は、その内容を審査し遅滞なく登録の可

否を決定するとともに、申請者に対し

４ 市長は、第１項の申請があったとき

は、その内容を審査し遅滞なく登録の可

否を決定するとともに、申請者に対し



て、基準該当サービス事業所登録決定

（却下）通知書（第１号様式）を送付す

るものとする。 

て、基準該当サービス事業所登録決定

（却下）通知書（第２号様式）を送付す

るものとする。 

  

（登録の更新） （登録の更新） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 登録の更新を受けようとする者は、

厚生労働大臣が定める様式に規定する

別紙様式第十号（五）その他市長が必要

と認めた書類を提出しなければならな

い。 

２ 登録の更新を受けようとする者は、

基準該当サービス事業所登録更新申請

書（第３号様式）その他市長が必要と認

めた書類を提出しなければならない。 

３ 市長は、登録の更新の申請があった

ときは、その内容を審査し遅滞なく登録

の可否を決定するとともに、申請者に対

して、基準該当サービス事業所登録更新

（決定・却下）通知書（第２号様式）を

送付するものとする。 

３ 市長は、登録の更新の申請があった

ときは、その内容を審査し遅滞なく登録

の可否を決定するとともに、申請者に対

して、基準該当サービス事業所登録更新

（決定・却下）通知書（第４号様式）を

送付するものとする。 

４及び５ （略） ４及び５ （略） 

  

（変更の届出等） （変更の届出等） 

第６条 基準該当サービス事業者は、基

準該当サービスの種類に応じ、施行規則

第１３１条第１項又は施行規則第１４

０条の２２第１項の該当する各号に定

める事項に変更があった場合には、１０

日以内厚生労働大臣が定める様式に規

定する別紙様式第十号（二）その他市長

が必要と認めた書類を提出しなければ

ならない。 

第６条 基準該当サービス事業者は、基

準該当サービスの種類に応じ、施行規則

第１３１条第１項又は施行規則第１４

０条の２２第１項の該当する各号に定

める事項に変更があった場合には、１０

日以内に登録事項変更届出書（第５号様

式）を市長に提出しなければならない。 

２ 基準該当サービス事業者は、事業を

再開する場合には、厚生労働大臣が定め

る様式に規定する別紙様式第十号（三）

２ 基準該当サービス事業者は、事業を

廃止、休止又は再開する場合には、あら

かじめ事業廃止（休止・再開）届出書（第



及び市長が必要と認めた書類により、事

業を廃止又は休止する場合には、厚生労

働大臣が定める様式に規定する別紙様

式第十号（四）及び市長が必要と認めた

書類を提出しなければならない。 

６号様式）を市長に提出しなければなら

ない。 

  

（代理受領に係る申出） （代理受領に係る申出） 

第７条 基準該当サービス事業者は、第

４条第４項に規定する登録の通知を受

けたときは、直ちに市長に対し、特例サ

ービス費代理受領申出書（第３号様式）

により、第２条第３項に基づく特例サー

ビス費の代理受領の申出をしなければ

ならない。 

第７条 基準該当サービス事業者は、第

４条第４項に規定する登録の通知を受

けたときは、直ちに市長に対し、特例サ

ービス費代理受領申出書（第７号様式）

により、第２条第３項に基づく特例サー

ビス費の代理受領の申出をしなければ

ならない。 

  

（登録の取消し） （登録の取消し） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 市長は、前項の規定により第３条第

１項の登録を取り消したときは、基準該

当サービス事業所登録取消通知書（第４

号様式）により、当該基準該当サービス

事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により第３条第

１項の登録を取り消したときは、基準該

当サービス事業所登録取消通知書（第８

号様式）により、当該基準該当サービス

事業者に通知するものとする。 

 

 第１号様式を削る。 

 

 第２号様式を次のように改め、同様式を第１号様式とする。 

 



第１号様式（第４条関係） 

 

基準該当サービス事業所登録決定（却下）通知書 

 

  第    号 

    年  月  日 

            様 

                         四日市市長       

 

 介護保険法に規定する基準該当サービス事業所として登録（決定・却下）しました 

 ので、通知します。 

 

申 

請 

者 

名称  

主たる事務所

の所在地 

（郵便番号   －    ） 

 

事 
 

業 
 

所 

名称  

事業所等の所

在地 

（郵便番号   －    ） 

 

同一所在地で行う事業等の

種類 

実施

事業 

登録申請のあった事

業の登録日 
登録の有効期日 

短期入所生活介護    

介護予防短期入所生活介護    

基準該当事業所番号            

介護保険事業所番号            

事業開始日   

却下の理由 

又は条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 第３号様式を削る。 

 

 第４号様式を次のように改め、同様式を第２号様式とする。 



第２号様式（第５条関係） 

 

 

基準該当サービス事業所登録更新（決定・却下）通知書 

 

  第    号 

    年  月  日 

            様 

                         四日市市長       

 

 基準該当サービス事業所として登録更新（決定・却下）しましたので、通知します。 

 

申 

請 

者 

名称  

主たる事務所

の所在地 

（郵便番号   －    ） 

 

事 
 

業 
 

所 

名称  

事業所等の所

在地 

（郵便番号   －    ） 

 

同一所在地で行う事業等の種

類 

実施

事業 

登録更新申請のあっ

た事業の登録更新日 
登録の有効期日 

短期入所生活介護    

介護予防短期入所生活介護    

基準該当事業所番号            

介護保険事業所番号            

事業開始日   

却下の理由又は条件  

 

 

 

 

 

 



 第５号様式及び第６号様式を削る。 

 

 第７号様式を次のように改め、同様式を第３号様式とする。 

 



第３号様式（第７条関係） 

 

 

特例サービス費代理受領申出書 

 

 

    年  月  日 

 

   四日市市長 

 

                  住所 

              事業者（所在地） 

                  氏名 

                 （名称及び代表者氏名） 

 

         次のとおり代理受領について申し出ます。 

 

基準該当事業者番号           

代理受領の取り扱いを受けようとす

る事業所 

名 称 

所在地 

代理受領の取り扱いを受けようとす

る期間 

申し出のあった日から 

    年  月  日まで 

 ただし、期間満了の１月前までに特段の意思表示が

ない場合は、期間満了の翌日において、更に１年間更

新するものとする。 

 

 



 第８号様式を次のように改め、同様式を第４号様式とする。 

 

 



第４号様式（第９条関係） 

 

 

基準該当サービス事業所登録取消通知書 

 

  第    号 

    年  月  日 

            様 

                         四日市市長 

 

    年  月  日付けで行った、基準該当サービス事業所の登録(登録の更新)は、

下記の理由により取り消しましたので通知します。 

 

申 

請 

者 

名称  

主たる事務所

の所在地 

（郵便番号   －    ） 

 

事 
 

業 
 

所 

名称  

事業所等の所

在地 

（郵便番号   －    ） 

 

同一所在地で行う事業等の種

類 

実施

事業 

事業の登録 

（登録更新）日 
登録の有効期日 

短期入所生活介護    

介護予防短期入所生活介護    

基準該当事業所番号            

介護保険事業所番号            

登録取消日   

取消の理由  

 

 

 

 

 

 



附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する規則の一部改正） 

２ 四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する規則（令和３年四日市市告示第

３２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 

（押印の省略） 

第２条 次の表の左欄に掲げる規則の規定する手続又は様式のうち、同表の中欄

に掲げる手続又は様式については、当該規則の規定に関わらず、押印を要しな

いものとする。ただし、同表の右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。  

 規則名 手続又は様式 備考  

 （略）  

 四日市市老人福祉法施行細則

（平成６年四日市市規則第２

３号） 

（略）  

 四日市市指定地域密着型サー

ビス事業所及び指定地域密着

型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則（平成１

８年四日市市規則第５０号） 

（略）  

 （略）  

 

 

改正前 

（押印の省略） 

第２条 次の表の左欄に掲げる規則の規定する手続又は様式のうち、同表中欄に

掲げる手続又は様式については、当該規則の規定に関わらず、押印を要しない

ものとする。ただし、同表右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。  

 規則名 手続又は様式 備考  

 （略）  

 四日市市老人福祉法施行細則 （略）  



 四日市市基準該当サービス事

業者の登録等に関する規則

（平成１２年四日市市規則第

３２号） 

第１号様式、第３号様式

及び第５号様式から第

７号様式まで 
 

 

 四日市市指定地域密着型サー

ビス事業所及び指定地域密着

型介護予防サービス事業所の

指定等に関する規則（平成１

８年四日市市規則第５０号） 

（略）  

 （略）  

 

 

 

 

 


